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いつもお世話になっております。

暦では夏の終わりと申しながら、まだまだ暑い日がつづきますね。

夏の疲れが出てくる頃です。

体調管理には充分気をつけてお過ごしください。

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。

2023年9月の税務

9月11日

●8月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付

10月2日

●7月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・（法人

事業所税）・法人住民税＞

●1月、4月、7月、10月決算法人の3月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・

地方消費税＞

●法人・個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地方消費税

＞

●1月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住

民税＞（半期分）

●消費税の年税額が400万円超の1月、4月、10月決算法人の3月ごとの中間申告＜

消費税・地方消費税＞

●消費税の年税額が4,800万円超の6月、7月決算法人を除く法人・個人事業者の1

月ごとの中間申告（5月決算法人は2ヶ月分）＜消費税・地方消費税＞

海外在住で日本企業にリモート勤務の所得税と社会保険

◆リモートワークが進むと海外在住もOK！

　リモートワークでの勤務が普及し、業種によってはフルリモートで居住地が会

社の近くでなくとも問題ないというところも増えています。極端な話、海外在住

者と雇用関係を結び国外に在住のまま働いてもらうこともできます。日本国内の

採用市場ではこれまで絶対数が少なく人材難だった、英語ができるITエンジニア



などは、海外から人材を採用する方針も選択肢の一つとなっています。

◆海外からリモート勤務者の所得税の課税

　話を単純化するため、前提として、リモートで日本勤務するITエンジニアは、

これまで日本に住所も居所も持ったことがない日本の所得税法上の非居住者でか

つ役員とはならない労働者とします。そして、勤務者は日本の会社への出社（＝

日本に来ること）は一切不要とし、給料は日本から海外の本人の銀行口座に直接

支払われるものとします。さらに、勤務者の居住地国と日本との間には租税条約

があり、給与所得者は居住地国でのみ課税されるものとします。

　給与は日本から国外の本人口座に送金されますが、日本で勤務を行わないため

国内源泉所得とはならず、給与の支払いの際の日本の所得税の源泉徴収は不要で

す。年末調整も対象外です。日本では課税されないため日本での確定申告も不要

です。

　課税関係の精算は勤務者本人の居住地国で確定申告をすることになります。

◆海外リモート勤務者の社会保険等の扱い

　海外の人を海外在住のまま日本の企業が雇用することはまだ法整備がなく、今

後変わる可能性はありますが、いまのところ、給与が日本の企業から支払われて

いれば、社会保険は適用されるものと考えられています。ただし、介護保険には

日本での居住要件があるので加入できません。

　労働保険は、労働災害保険のみ特別加入制度（海外派遣者）が適用できれば対

象となれます。雇用保険は、海外在住の場合、現地採用と同じ扱いとなり雇用保

険には加入できません。

　今後、海外リモート勤務をする実例が増えてくると、法整備も後追いで対応さ

れてくるものと思われます。適用の際は、専門家および年金事務所に相談の上、

実態とその時点での法解釈に従った手続きが必要となります。

駐車場賃貸のインボイス

　駐車場の賃貸借契約は、通常、１年～２年間の契約期間で作成されますが、イ

ンボイス制度(適格請求書等保存方式)の運用が始まる令和5年10月1日をまたぐ契

約も多いのではないでしょうか。

◆駐車場賃貸は、消費税課税が原則

　駐車場事業を経営する場合、砂利を敷く、ロープで区画割りする、アスファル

ト舗装するなど施設を整備して貸し付けます。施設の利用に伴って土地が使用さ

れる場合、消費税が課されます。課税事業者は、令和5年10月以降、賃貸借契約

書や請求書、領収書等にインボイス(適格請求書)としての要件を備えさせて保存

しなければなりません。

◆契約書を通知書で補完

　契約書、請求書等をそのままインボイスとする場合、登録番号、税率10％に対

応する税込価額または税抜価額、消費税額等の明記が必要ですが、令和５年10月

前に作成する契約書には、これらの項目の記載は求められていません。そもそも

、駐車場賃貸では、賃料の収受に際し、通常は請求書や領収証を交付しないでし

ょう。



　そこで貸主のインボイス交付義務・保存義務（借主のインボイス保存義務）に

対応させるため、請求書にかえて、駐車場事業者は、インボイス番号（登録番号

）等を記載した通知書を別途作成して契約書を補完させて借主に交付すること、

領収証にかえて、借主は銀行の支払記録と賃貸借契約書や通知書で補完する方法

が国税庁のインボイス特設サイトに案内されています。

◆口座振替と口座振込

　口座振替の場合、借主は、インボイス番号の通知書で補完された契約書ととも

に通帳（課税資産の譲渡等の日付が分かるもの）を併せて保存することにより、

インボイス保存義務が満たされます。

　口座振込の場合は、借主は、インボイス番号の通知書で補完された契約書とと

もに銀行の発行する振込金受取書を併せて保存することにより、インボイス保存

義務が満たされます。

◆事務所賃貸、税理士、社労士も取扱いは同じ

　なお、仲介会社の作成する令和５年10月以降の賃貸借契約にインボイス番号等

の記載がない場合も上記の通知書で補完する対応が必要になります。また、この

取扱いは、事務所賃貸はもちろん、税理士、社労士など士業が顧問先と締結する

契約についても同様の対応となります。インボイス制度開始前に業務フローを確

認しておきましょう。

マルサが暴いた脱税100億円

　国税局査察部（通称＝マルサ）の〝お手柄〟を示す2022年度の「査察の概要」

がこのほど発表されました。調査に着手した145件の事件のうち103件を告発し、

告発した査察事案に係る脱税総額は100億円、１件当たりの脱税額は9700万円で

した。新型コロナウイルス感染症の影響を強く受けた21年度と比較して、告発件

数と脱税総額はともに大幅に増加し、告発率は74.1％と06年度以来の高水準とな

りました。

　消費税事案では、輸出物品販売場を営む法人が国内で仕入れた化粧品を外国人

観光客に販売したように装い架空の売上を計上した事案や、複数の法人がパワー

ストーンの仕入れがあったように装い、架空の課税仕入れを計上した事案などの

不正受還付事案を多数告発しました。また、ウェブサイト上で競艇の予想情報を

販売する個人事業者などの無申告事案や外国法人を利用して不正を行っていた大

規模な国際事案を告発しています。

　脱税者の現金の隠し場所も写真とともに発表されています。銀行の貸金庫のほ

か、畳の下やウォーキングクローゼットの中など、生々しい脱税現場が明らかに

なっています。

　なお、年度中の一審判決61件全てに有罪判決が言い渡され、３人に対して実刑

判決、うち査察事件単独で最も重いものは懲役１年４カ月、他の犯罪と併合され

たものは懲役２年８カ月でした。



＜情報提供：エヌピー通信社＞
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